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（１）介護保険施設等の整備 

 特別養護老人ホーム     

 介護療養型医療施設    

 認知症高齢者グループホーム  

（２）介護離職ゼロに向けた取組 

（３）災害及び感染症に対する備えに向けた取組 

（４）既存施設の老朽化への対応 

 老朽化施設の建替え支援    

 

 

 介護老人保健施設 

 介護医療院（新設） 

 有料老人ホーム（介護付、住宅型） 

 

 

 長寿命化の取組推進 

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

P199～ 
（１）一般住宅での継続居住に関する取組 

① 住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

② 自宅・地域での生活継続に向けたサービス・支援 

（２）高齢者向け住宅・施設に関する取組 

① 高齢者向け住まい・重度者向け住まいの種類 

 サービス付き高齢者向け住宅 

 シルバーハウジング 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 軽費老人ホーム（ケアハウス、都市型軽費老人ホーム） 

 養護老人ホーム 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

 介護療養型医療施設 

② 円滑な住み替え支援 

 高齢者の住み替えや空き家等に関する総合的な相談窓口の運営 

 「高齢期の住まいガイド」による周知 

 住宅資産の活用に関する高齢者世帯への普及啓発 

 地域で住み続けるための「高齢者向け住宅」の検討 

 

（１）住宅セーフティネットの充実 

 川崎市居住支援協議会 

 生活にお困りの方の相談・支援 

 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者向け住まいの確保 

（２）市営住宅における高齢者に関する取組 

 市営住宅の建替えに伴うユニバーサルデザイン仕様への変更 

 市営住宅の建替えに伴う社会福祉施設等の併設 

 市営住宅ストックの活用による見守り拠点等の整備 

 

 川崎市居住支援制度 

 高齢者向け優良賃貸住宅 

 福祉住宅 

 

 

 有料老人ホーム（介護付、住宅型） 

 介護老人保健施設 

 介護医療院 他 
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【特別養護老人ホームの整備状況】 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 高齢者が安心して暮らせる住まいとして、「認知症高齢者グループホーム」

や「介護付有料老人ホーム」、「サービス付き高齢者向け住宅」などの供給ま

たは供給支援を行いました。 
 

 自宅での生活が困難な高齢者のため、第７期計画期間中に、特別養護老人

ホームの定員を360床分増やしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度末時点） 

 

 障害者入所施設に入所している方の高齢化を踏まえ、公有地を活用した特別

養護老人ホームにおいて、高齢障害者を受け入れる取組を進めました。 
 

 既存施設の老朽化への対応として、「川崎市高齢者・障害児者福祉施設再編

整備基本計画・第１次実施計画」に基づき、社会福祉法人等への支援のあり

方や整備補助スキームの検討を進めました。 
 

 「川崎市居住支援協議会」にて、入居支援体制の充実に向け各区役所や関係

団体への周知啓発を目的とした研修を実施した他、「すまいの相談窓口」の

利用に関するリーフレットを作成し、職員、支援者等に広く配布を行い、福

祉部局や関係団体との緊密な連携が可能となる体制を構築しました。 
 

 サービス付き高齢者向け住宅の適切な指導監督を行うため、平成 28

（2016）年に指導指針を策定しました。また、公有地活用の機会を捉え、

福祉機能等を複合的に備えたサービス付き高齢者向け住宅の誘導を図りま

した。 
 

 「高齢期の住まいガイド」について、平成 31（2019）年に改定を行い、

「今の自宅で暮らす」、「住み替えについて相談する」、「介護が必要になった

とき」に大別するとともに、新たな住まいに関する情報も追加し、区役所等

で高齢者やその家族等に配布するなどして、住まいや住まい方の選択・決定

するための情報発信を行いました。 

これまでの主な取組 
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第８期計画での主な課題と施策の方向性 

課  題 

 

 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

特別養護老人ホーム

の整備数 

4,901床 
（令和元（2019）年度） 

5,281床 
（令和５(2023）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

認知症高齢者グルー

プホームの整備数 

248ユニット 
（令和元（2019）年度） 

280ユニット 
（令和５(2023）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

 

 

 

主な成果指標 

 安心して暮らせる住まいの確保等が求められています。 

（状態に応じた介護サービスの選択が可能な住まいの充実が必要です。） 

 ニーズに応じた介護サービス基盤等の整備が必要です。 

 認知症や医療的ケアが必要な高齢者、高齢障害者等への対応が必要です。 

 地域医療構想を踏まえた、介護サービス基盤の整備が求められます。 

 重層的な住宅セーフティネットの構築が必要です。 

 

ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

・高齢者の居住ニーズや地域特性に応じたサービス付き高齢者向け住宅の供

給促進を図ります。 

・相談窓口のより効果的な体制を構築するとともに、住まいや住まい方の選

択や決定を支援するツールの作成や情報発信を行います。 

ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

・特別養護老人ホームに、医療的ケアが必要な要介護高齢者、高齢障害者等

の受入れを推進するとともに、老朽化施設の再編整備に取り組みます。 

・介護付有料老人ホームについて、地域医療介護総合確保基金の活用の検討

を進めます。 

・慢性期の医療・介護ニーズへの対応のため、介護医療院の整備を進めます。 

・介護離職ゼロに向けた取組、災害及び感染症に対する取組を進めます。 

ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

・居住支援協議会を適切に運営して、取組等について情報発信するとともに、

住宅確保要配慮者への支援のあり方を検討します。 

・市有地を活用するなどして、地域密着型サービス等の整備を促進します。 

施策の方向性 
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【高齢者施設・住宅における主な入居者像（イメージ）】 

 

 

 

 

 
種 
類 重度者向けの住まい 高齢者向け住まい 一般住宅 
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・
施
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高
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優
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宅 

シ
ル
バ
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ハ
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ジ
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宅
（
市
営
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軽
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老
人
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（
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ハ
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ス
） 

養
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老
人
ホ
ー
ム 

介
護
付
有
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老
人
ホ
ー
ム 

住
宅
型
有
料
老
人
ホ
ー
ム 

 

   

入
居
す
る
主
な
高
齢
者
像 

・
常
時
介
護
を
必
要
と
す
る
要
介
護
３
以
上
の
高
齢
者 

・
要
介
護
１
・
２
で
あ
っ
て
も
認
知
症
等
や
介
護
者
が
い
な
い
な
ど 

事
情
の
あ
る
高
齢
者 

・
要
介
護
で
、
病
状
安
定
期
に
あ
り
、
在
宅
復
帰
を
め
ざ
す
高
齢
者 

・
要
介
護
で
、
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
必
要
と
す
る
高
齢
者
で
、
病
状
が
安

定
し
、
長
期
療
養
が
必
要
な
者
（
令
和
５
年
度
末
に
廃
止
） 

・
要
介
護
で
、
介
護
だ
け
で
な
く
、
医
療
サ
ー
ビ
ス
を
必
要
と
す
る
高

齢
者
で
、
長
期
間
に
わ
た
る
療
養
が
必
要
な
者 

・
市
内
に
３
年
以
上
居
住
す
る
65
歳
以
上
で
、
ひ
と
り
暮
ら
し
で
独

立
し
た
自
立
生
活
が
営
め
る
、
非
課
税
世
帯
を
対
象
。
か
つ
、
住
宅

が
建
替
え
、
取
り
壊
し
な
ど
で
立
ち
退
き
要
求
を
受
け
て
い
る
者 

・
認
知
症
で
、
要
支
援
２
・
要
介
護
の
高
齢
者 

・
60
歳
以
上
で
、
身
体
機
能
低
下
で
身
の
回
り
の
こ
と
が
不
安
な
者 

・
家
族
か
ら
援
助
を
受
け
る
こ
と
が
困
難
な
者 

・
65
歳
以
上
で
、
経
済
的
及
び
環
境
的
な
理
由
に
よ
っ
て
在
宅
生
活

が
困
難
な
者 

・
65
歳
以
上
で
、
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
ホ
ー
ム
の
提
供
す
る
介

護
保
険
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
な
が
ら
生
活
す
る
者 

・
概
ね
60
歳
以
上
で
、
自
立
・
要
支
援
ま
た
は
軽
度
の
要
介
護
の
幅

広
い
入
居
対
象
者 

・
原
則
60
歳
以
上
の
ひ
と
り
暮
ら
し
ま
た
は
夫
婦
世
帯 

・
高
齢
期
の
住
ま
い
と
し
て
選
択
し
た
高
齢
者 

・
住
宅
で
提
供
さ
れ
る
サ
ー
ビ
ス
内
容
に
よ
り
、
自
立
・
要
支
援
・
要

介
護
の
幅
広
い
入
居
対
象
者 

・
原
則
60
歳
以
上
の
ひ
と
り
暮
ら
し
ま
た
は
夫
婦
世
帯 

・
65
歳
以
上
で
、
住
宅
に
困
窮
し
て
い
る
者 

・
住
宅
を
自
力
で
確
保
す
る
こ
と
が
困
難
な
低
額
所
得
者 

・
民
営
ま
た
は
給
与
住
宅
等
の
居
住
者 

・
自
力
で
資
産
形
成
が
可
能
な
者 

自
立 

× × × × ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

要
支
援 

× × × × △ △ ○ ○ ○ ○ ○ △ △ × ○ ○ 

要
介
護 

 
○ 
 

○ ○ ○ × ○ △ △ △ △ △ × × × ○ ○ 

市
内
定
員 

4,901 2,281 255 0 108 2,223 264 190 7,584 2,749 1,865 417 1,193 21,410 

 

 

※厚生労働省「介護施設等の在り方に関する委員会」資料をもとに一部変更して作成しています。 

※△は、一部可能など事例により異なります。また定員数は、令和２年度中で時点が異なります。  
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ⅰ）高齢者の生活の基盤となる住まいの安定確保 

（１）一般住宅での継続居住に関する取組 

高齢者が住み慣れた自宅でできる限り長く居住できるように、高齢者の居住の

ニーズを踏まえ、バリアフリー化や住宅改修、断熱化など住宅の良質化の支援を行

うとともに、自宅・地域での生活継続に向けたサービスや支援の充実を図ります。 

 

① 住宅のバリアフリー化等の環境整備の支援 

 住宅の良質化の促進 

「住宅の品質確保に関する法律」に基づく住宅性能表示制度に関して、本市と

して推奨する性能評価等級（高齢者等配慮対策等級）や将来のバリアフリー改修

に対応できる長期優良住宅の普及を図ります。また、共同住宅の共用廊下等に必

要なスペースが確保されているなど、在宅介護をしやすい住まいづくりについて

普及を図ります。 
 

 断熱化の促進 

「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律」等に基づき、住宅の省エ

ネルギー化や断熱化を誘導します。また、健康寿命の延伸を図るためにも、断熱

化の促進に向けた支援の仕組みを検討するとともに、温熱環境の改善に効果的な

建物の性能・設備等の周知を図ります。 
 

 住宅改修費の支給 

介護保険適用となる住宅のバリアフリー改修で、上限は 20万円です。主に軽

度の要介護高齢者が早い段階で自宅のバリアフリー化をすることの支援策として

設けられており、手すりやスロープ設置等の簡易な改修が対象となります。 
 

 高齢者住宅改造費助成事業（再掲） 

身体機能の低下により、支援・介護を必要とする高齢者が、浴室等の住宅の改

造を行うことにより、在宅で安全な生活が続けられるよう支援するとともに、介

護者の身体的・精神的負担を軽減することを目的として、その改造費用の助成を

行います。 

なお、介護保険の適用となる住宅改修とは対象工事が異なります（詳細は、本

章の取組Ⅲ「利用者本位のサービスの提供」を参照）。 
 

 福祉用具の貸与・購入費の支給 

一定の条件下で、車いす、特殊寝台（介護用ベッド）等の貸与を受けることや、

入浴・排泄等に要する福祉用具を購入した場合にその費用の一部を支給します。 
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 高齢者等緊急通報システム事業（再掲） 

ひとり暮らしの高齢者等に対して、発作が起きたときなどに備え、緊急時の連

絡体制を確保します。「携帯型」と「自宅設置型」の２種類があります（詳細は、

本章の取組Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照）。 
 

 川崎市マンション段差解消工事等費用助成制度 

誰もが使いやすい良質なマンションストックの形成を図るため、既存分譲マン

ションの敷地内通路、外部出入口、廊下、階段において、傾斜路、手すり等の段

差解消工事等を実施する場合に、その工事等に要する費用の一部について助成を

行います。 
 

 住まいアドバイザー派遣制度 

一級建築士等の専門家アドバイザーを無料で派遣し、住宅のバリアフリー工事

の進め方や工事に伴うトラブルなどの相談に対応することにより、良質な住宅ス

トックと住環境の形成に取り組みます。 

 

② 自宅・地域での生活継続に向けたサービス・支援 

 地域密着型サービスの取組強化（再掲） 

状態が重くなった方の自宅での生活を支える取組として、介護保険サービスの

中でも、高齢者の状態に応じて柔軟なサービス提供が可能な「定期巡回・随時対

応型訪問介護看護」、「（看護）小規模多機能型居宅介護」等の地域密着型サー

ビスの取組強化を図ります（詳細は、本章の取組Ⅲ「利用者本位のサービスの提

供」を参照）。 
 

 緊急利用が可能なショートステイの確保（再掲） 

介護者の負担を軽くするために必要なサービスとしてニーズが高いショートス

テイ（短期入所生活介護）の拡充のため、新設の特別養護老人ホームへの併設（施

設本体の入居定員の 10%以上のショートステイ定員を確保）を求める従来の整

備手法のほか、介護付有料老人ホームや認知症高齢者グループホームの空床を活

用したサービス供給量の拡大を図ります（詳細は、本章の取組Ⅳ「医療介護連携・

認知症施策等の推進」を参照）。 
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（２）高齢者向け住宅・施設に関する取組 

地域包括ケアシステムの構築に向けては、生活基盤としての住まい（住宅・施設）

の確保が重要となることを踏まえ、高齢者が安心して暮らせる住まいの確保と住み

替えの円滑化に向けた取組を進めます。そして、介護が必要になったときでも、必

要な介護サービスなどを選択して、住み慣れた地域で暮らせるよう支援します。 

また、効果的かつ総合的な相談窓口体制を構築するとともに、住まいや住まい方

の選択や決定を支援するツールの作成や情報発信を行います。 
 

【高齢者の住まいのイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※川崎市「高齢期の住まいガイド」をもとに作成 

※この図は、費用負担や身体状況の視点から、各住まいがどの辺りに位置しているかをイメージするため

のおおまかな目安であり、厳密には図のとおりではない部分もあります。 

※費用負担や身体状況の視点で表示するため、重ねて表示しています。 

※介護療養型医療施設については、令和５（2023）年度末に廃止が予定されており、介護医療院が転換

先の一つとされています。 
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① 高齢者向け住まい・重度者向け住まいの種類 

 サービス付き高齢者向け住宅 

バリアフリー構造で、ケアの専門家による生活相談や、24時間の安否確認が提

供される住宅です。原則住戸の床面積は 25 ㎡以上で、住戸内に洗面所、水洗ト

イレ、キッチン、浴室などを設置しています。 

サービス付き高齢者向け住宅の課題やニーズを踏まえ、地域特性に応じたサー

ビス付き高齢者向け住宅の供給促進を図ります。 
 

【サービス付き高齢者向け住宅のイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【本市のサービス付き高齢者向け住宅に併設している事業所とその件数】 

 

 

 

 

 
 

 
 

※サービス付き高齢者向け住宅情報提供システムから作成（令和２年７月末時点） 

※本市のサービス付き高齢者向け住宅（全46件）に併設している事業所 

 

 

 

 

 

 

 

  

【本市のサービス付き高齢者向け住宅を取り巻く主な課題・ニーズ】 

・適正な立地への建設や医療・介護サービスの提供等がより一層求められています。 

・狭い住宅や入居者の費用負担の大きい住宅の供給実績が多くなっていることから、 

高齢者の居住ニーズを踏まえた多様な住宅供給の誘導が必要です。 

【主な登録基準】 

○入居は原則 60 歳以上 
○居室の床面積は 25 ㎡以上 
（浴室やキッチンなどを共用する 
場合は 18 ㎡以上） 

○バリアフリー構造、キッチンや 
水洗トイレなどの設置 

○安否確認、生活相談サービスを 
提供 

○長期入院などを理由に、一方的な
変更や契約解除をされない 

○入居者が払うのは敷金、家賃、サー
ビス対価に限定 

  

診療所や小規模多機能型居宅介護等を 

併設する場合もあります。 

訪問介護事業所 デイサービス 併設 

8 

15 

9 

6 

1 

4 

6 

0件 5件 10件 15件 

通所介護事業所 

訪問介護事業所 

居宅介護支援事業所 

小規模多機能型居宅介護事業所 

訪問看護事業所 

食事サービス施設 

診療所 



 
 取組Ⅴ 高齢者の多様な居住環境の実現 第５章 

 

 203 かわさきいきいき長寿プラン 

本市のサービス付き高齢者向け住宅は、次の方向性で取り組みます。 

・高齢者の居住の安定確保のため、一定の質が確保された賃貸住宅に医療・介護

や生活支援サービス等が適切に供給される「サービス付き高齢者向け住宅」の

供給を引き続き適正に誘導します。 

・高齢者向け住宅の交通利便性や需給バランス、地域環境等を考慮した立地誘導

を図るとともに、健康な高齢者の住み替え促進に向けた広めの住宅や、地域福

祉拠点となる医療や介護サービスとの連携を強化した住宅の供給を誘導します。

また、入居者の費用負担の軽減等に向け、既存住宅の活用を促します。 

・公有地の活用等のまちづくりの機会を捉え、地域の居住ニーズに対応した住宅

が適切に供給されるよう誘導します。 

・適正な運営が維持されるように、事業者に対して定期報告の徹底や、立入検査

を行い、提供するサービス内容や人員配置等の状況を定期的に把握し、適正な

運営がなされていない場合は、是正指導等により改善を図ります。 

〔実績・計画〕（累計。戸数は登録ベース） 

 第７期 第８期 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

サービス付き 
高齢者向け住宅 1,844戸 1,865戸 1,966戸 2,067戸 2,168戸 2,269戸 

平成 30、令和元年度は実績値、令和２年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

 高齢者向け優良賃貸住宅 

家賃補助を受けられる公的賃貸住宅で、土地所有者などが建設した高齢者向け

の良質な住宅を、川崎市住宅供給公社等が受託管理し、一定期間、公的賃貸住宅

とするものです。ひとり暮らし・夫婦世帯の高齢者が安全に安心して居住できる

ように、バリアフリー化し、緊急通報システムや生活相談サービスを備えた賃貸

住宅です。 

なお、民間賃貸住宅を活用した高齢者向け住宅やサービス付き高齢者向け住宅

の供給動向を勘案し、当面は新規供給を休止します。既存住宅については、引き

続き、適正な運営を支援するとともに、集会所を活用して地域コミュニティの形

成などを図ります。 

今後は、家賃補助の制度期間終了後に住み替えを希望される居住者に対する相

談対応方法等について検討を進めます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第７期 第８期 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

高齢者向け 
優良賃貸住宅 244戸 244戸 244戸 事業継続   

平成 30、令和元年度は実績値、令和２年度以降は見込みです。  
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 シルバーハウジング 

高齢者向け市営住宅で、高齢者が安心して生活が送れるよう、段差の解消、手

すり、エレベーターの設置など、入居者の利便性や安全性に配慮したバリアフリー

の高齢者用住宅です。入居者のふれあいを深めるため団らん室を設けたり、生活

援助員や生活相談員等を派遣し、入居者へ日常の生活支援や安否確認サービス等

の提供を行います。 

今後は、シルバーハウジング以外の市営住宅でも入居者の高齢化が進んでいる

こと、市内全体でも高齢者が増加していること等を鑑み、地域包括ケアシステム

の推進に向け、制度のあり方について検討を進めます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第７期 第８期 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

シルバー 
ハウジング 1,193戸 1,193戸 1,193戸 事業継続   

平成 30、令和元年度は実績値、令和２年度以降は見込みです。 

 

【シルバーハウジング・プロジェクトの概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※平成29年版高齢社会白書をもとに作成 
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 福祉住宅 

民間アパートの取り壊し、建替え等により、立ち退き要求を受け、住宅確保に

困窮しているひとり暮らし高齢者に、本市で借り上げているバリアフリーの単身

高齢者用住宅を提供します。また、入居者のふれあいを深めるための団らん室を

設けたり、生活相談員等を派遣し、入居者の日常の生活支援や相談に応じます。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第７期 第８期 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

福祉住宅 108戸 108戸 108戸 事業継続   

平成 30、令和元年度は実績値、令和２年度以降は見込みです。 

 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）（後述） 

比較的安定している認知症の要支援２・要介護者の方が、共同生活の中で入浴、

排泄、食事等の介護や日常生活上の世話、機能訓練を受けられます（整備計画は、

後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 軽費老人ホーム 

家庭環境や住宅事情等の理由により自宅で生活することが困難な方が低額な料

金で利用できる施設です。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第７期 第８期 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

軽費老人
ホーム 

264人 264人 264人 事業継続   

平成 30、令和元年度は実績値、令和２年度以降は見込みです。 
 

ア ケアハウス 

比較的低額な料金で高齢者に住まいを提供し、食事等の日常生活上必要な

サービスを提供する軽費老人ホームの一つです。 

家族と同居できない事情がある方を対象に食事や生活相談等のサービスを提

供し、自立した生活が確保できるよう、原則個室で必要な支援を行う施設です。 

イ 都市型軽費老人ホーム 

従来の軽費老人ホームの居室面積や職員配置基準を緩和することにより、利

用料を低く抑えたケアハウスの一形態で、要介護度は低いものの、身体機能の

低下等により、自宅での生活が困難な高齢者を対象とする施設です。平成22

（2010）年度に創設された制度ですが、本市には対象施設はありません。 
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 養護老人ホーム 

原則として 65歳以上で、環境上及び経済的な理由により、自宅で養護を受け

ながら生活することが難しい方を対象に、適切な生活支援を行い、自立した生活

を送っていただくための公的な福祉施設です。 

〔実績・計画〕（累計） 

 第７期 第８期 

 Ｈ30年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

養護老人
ホーム 

190人 190人 190人 事業継続   

平成 30、令和元年度は実績値、令和２年度以降は見込みです。 

 

 有料老人ホーム 

ア 介護付有料老人ホーム（後述） 

入居者に介護、食事の提供、洗濯、掃除等の家事及び健康管理等のサービス

が提供される有料老人ホームのうち、介護保険が使用できる住まいです。要介

護状態となった方は、上記のサービスに加え、入浴・排泄・食事等の介護、日

常生活上のサポート、機能訓練・療養上のケア等の介護保険サービスが受けら

れます（整備計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基

盤の整備」を参照）。 

イ 住宅型有料老人ホーム（後述） 

生活支援等のサービスが付いた高齢者向けの住まいで、介護が必要になった

場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護等の介護サービスを利用しな

がら生活を継続することができます（整備計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困難

な方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）（後述） 

常時介護を必要とし、家族等の生活環境により、自宅で生活することが困難に

なった寝たきりや認知症の重度者を受け入れる施設であり、入浴、食事等の介護

や日常生活上の世話、機能訓練、健康管理が受けられます（整備計画は、後述の

「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 介護老人保健施設（後述） 

医療と生活の場を結びつけ、病状が安定した状態にある要介護者が、在宅復帰

のためのリハビリに重点をおいた施設であり、看護、医学的管理のもと介護、機

能訓練その他の医療が受けられます（整備計画は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な

方のための介護サービス基盤の整備」を参照）。 
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 介護療養型医療施設（後述） 

継続的な医療サービスを受けながら長期療養するための施設であり、療養上の

管理、看護、医学的管理のもと介護、機能訓練その他必要な医療が受けられます

（詳細は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備」を

参照）。 

※令和５（2023）年度末に廃止 
 

 介護医療院（後述） 

介護療養型医療施設に代わる施設として創設され、介護だけでなく、医療面の

サービスが受けられます（詳細は、後述の「ⅱ在宅生活が困難な方のための介護

サービス基盤の整備」を参照）。 
 

 その他 

10名程度の少人数で共同生活する住まいの「グループリビング」があります。

高齢者が死亡するまで終身にわたり継続し、死亡時に終了する賃貸借契約をする

ことができる「終身建物賃貸借制度」について、制度の普及を図ります。 

 

② 円滑な住み替え支援 

 高齢者の住み替えや空き家等に関する総合的な相談窓口の運営 

居住支援協議会や民間事業者等と連携し、住み替え等を検討している高齢者を

はじめとした市民に対して、相談者の経済・身体状況等に応じた各種住宅・施設

等の制度説明や情報提供等を行うとともに、住宅改修や住まいに関する法律等に

も対応した総合的な窓口の運営を行います。 

この相談窓口においては、空き家の維持管理や利活用に関する相談、相続等の

法律に関する相談など、空き家に係る各種相談についても対応します。 
 

 「高齢期の住まいガイド」による周知 

介護が必要となった場合の「住まい」や「住まい方」の選択等について、高齢

者の自己決定を支援するため、「今の自宅で暮らす」、「住み替えについて相談

する」、「介護が必要になったとき」に大別するとともに、新たな住まいに関す

る情報を追加した冊子としてわかりやすくまとめ、各区役所等の窓口で高齢者や

その家族等に配布することで周知を行っています。 
 

 住宅資産の活用に関する高齢者世帯への普及啓発 

住宅資産を活かした高齢期の豊かな生活や近居・同居等、多様な住み替えニー

ズの実現や、子育て世帯のゆとりある住まいの確保に向け、住宅ストックの活用・

世代間循環を促進するため、地域と接点を持つ民間事業者等（川崎市すまい・い

かすサポーター）と連携し、セミナーの開催等、普及啓発を行います。 
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【住宅資産の活用に向けた民間事業者等と連携した取組（イメージ）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 地域で住み続けるための「高齢者向け住宅」の検討 

サービス付き高齢者向け住宅については、民間事業者により一定の供給が図ら

れたものの、全国的にも制度創設時に比して供給が鈍化してきていることから、

住み慣れた地域で住み続けたいというニーズに対応可能な、地域の介護・医療サー

ビスと連携した、数戸単位でも展開可能な既存の制度の枠組みにとらわれない高

齢者向け住宅のあり方について、先進的な取組の調査等を行い検討します。 

 

  

川崎市すまい・いかすサポーター

川

崎

市

【金融機関】

川崎信用金庫
㈱横浜銀行

【非営利団体等】

(公社)神奈川県宅地建物取引業協会
川崎南支部・川崎中支部・川崎北支部

(公社)全日本不動産協会
神奈川県本部川崎支部

(一社)神奈川県建築士会川崎支部
(一社)川崎市建築設計事務所協会
(特非)かわさき住環境ネットワーク

(一社)移住・住みかえ支援機構
(独)住宅金融支援機構
(独)都市再生機構
神奈川県住宅供給公社
川崎市住宅供給公社
(一財)川崎市まちづくり公社

連
携

民間事業者等との連携強化

住宅ストックの活用・世代間循環

子育てしやすいゆとり
ある住まいを取得・賃借

良質化された住宅ストック
住まいを活かした
豊かな高齢期の実現

住宅ストックの活用・世代間循環の促進等に取組む住宅・まちづくり関連の法人・団体等を
「川崎市すまい・いかすサポーター」として位置付け、市との連携を強化し、取組を促進

等

【鉄道事業者】

小田急電鉄㈱
京浜急行電鉄㈱
東急㈱

高齢者世帯への普及啓発子育て世帯へのプロモーション
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ⅱ）在宅生活が困難な方のための介護サービス基盤の整備 

（１）介護保険施設等の整備 

多様な手法により、特別養護老人ホームや認知症高齢者グループホーム等の整備

を行い、地域居住の実現に向けた介護サービス基盤の整備を進めます。 

また、地域医療構想による追加的需要（療養病床からの地域移行分。地域医療構

想の詳細は、本章の取組Ⅳ「医療介護連携・認知症施策等の推進」を参照）や「精

神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築★」、介護離職ゼロに向けた取組

を踏まえた介護サービス基盤の整備を行います。 
 

 特別養護老人ホーム 

ア 整備の方向性 

特別養護老人ホームの整備は、これまでは、地域包括ケアシステムの構築に

よる「施設・病院」から「地域・在宅」へのケアの場の移行という基本的な方

向性を踏まえつつ、真に施設入居を必要とする方が優先的に入居できるよう、

一定の水準で整備を行ってきました。 

今後は、これまでの取組等に加え、医療的ケアが必要な高齢者や、高齢障害

者（65歳以上の障害者）の受入れを推進します。 

〔実績・計画〕（開所ベース） 単位：床 

 第７期 第８期 第９期  

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ22年度 

 （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2040） 

総累計 
（新規） 

4,901 
（-） 

5,131 
（230） 

5,281 
（150） 

5,281 
（0） 

5,361 
（80） 

5,491 
（130） 

5,621 
（130） 

7,511 
（1,890） 

大 
規 
模 

累計         
（新規）         
（増床）         
（減床）         

小 
規 
模 

累計         
（新規）         
（減床）         

令和2 年度以降は見込みまたは計画値です。 

（新規）は内数で、新規開設数です。また、令和３年度以降の（ ）は内数で、新規開設数です。 

（増床）（減床）は内数で、大規模特別養護老人ホームへの転換や一部減床によるものです。 

※1 の総累計の見込み値は、算定時点が異なるため、川崎市総合計画第2期実施計画の累計数と差異があります。 

※2 の【 】は内数で、地域医療構想の追加的需要（療養病床からの地域移行分）を踏まえた必要見込量です。 

※3 の【 】は内数で、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を踏まえた必要見込量です。 

※介護サービスの内容の変更等に伴う減床分については、短期入所生活介護の本入所への転換等により、定員数の

確保を図ります。 

 

 

  

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

認知症やうつ病等で長期入院中の精神障害者が地域の一員として、安心して自分らし

い暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、

地域の助け合い、教育が包括的に確保された地域包括ケアシステムを構築し、保健・医

療・福祉の重層的な連携による支援体制をめざすものです。 

作成中 
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イ 整備の形態 

特別養護老人ホームの居室形態は、個室利用の希望がある一方で、多床室利

用の希望も割合が高かったことから、本市では多床室と個室を組み合わせた整

備を進めてきました。令和元年度高齢者実態調査の結果では、「個室を利用し

たい」が減少、「多床室を利用したい」が上昇したことから、今後もニーズを

考慮した整備を進めます。 

【希望する居室形態】 

問 あなたは、将来特別養護老人ホームに入居した場合、どのような部屋を希望しますか（単一回答）。 

▶ 多床室が最も多く、「個室を利用したい」人が5.9ポイント減少、「多床室を利用し

たい」人が3.9ポイント上昇しています。 

 

 

 

 

 

 
 

※高齢者実態調査（特別養護老人ホーム入居希望者） 

ウ 制度等の変遷 

特別養護老人ホームは、老人福祉法に定められており、平成 12（2000）

年に介護保険法の施行に伴い、同法に基づき運営が行われています。 

また、平成 27（2015）年の介護保険制度改正に伴い、特別養護老人ホー

ムへの入居は、原則要介護３以上となりましたが、一定の要件に該当する場合

は、要介護１・２であっても特例で入居することを可能としています。 

【本市の特別養護老人ホームの整備状況（一部再掲）（各年度末時点）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

特別養護老人ホームの 
整備数 

4,901床 
（令和元（2019）年度） 

5,281床 
（令和５(2023）年度） 

累計数。 

健康福祉局調べ 

27.2 

33.1 

22.4 

40.2 

36.3 

45.3 

22.3 

20.3 

16.3 

6.4 

8.8 

4.1 

3.8 

1.5 

11.8 

0% 25% 50% 75% 100%

令和元年度 n=547 

平成28年度 n=477 

平成25年度 n=245 

個室を 

利用したい 

複数の人と一緒 

の部屋（多床室） 

を利用したい 

どちらでもよい わからない 無回答  

※健康福祉局調べ。平成27年度以前は、川崎市健康福祉年報から抜粋しています。 

1,508  1,508  1,654  
1,774  

2,182  2,182  
2,402  2,549  2,578  2,586  

2,734  
3,202  3,202  

3,815  
4,108  4,218  

4,444  4,541  
4,663  

4,901  4,901  
5,281  

5,491  

7,511  

22 22 24  25 
28 28 30 32 33 33 35 

40 40 

46 
50 51 53 54 55 57 57 
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2,000床 

3,000床 

4,000床 

5,000床 

6,000床 

7,000床 

8,000床 

H12

2000

H13

2001

H14
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H15
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H16
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H17
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H18
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H19
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2008
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2011
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2012

H25

2013

H26

2014

H27

2015

H28

2016

H29

2017

H30

2018

R1

2019

R2

2020

R5

2023

R7

2025

R22

2040

（施設数） 

（和暦） 

（西暦） 

定員 

施設数 

年度 

作成中 
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エ 特別養護老人ホームの取組等 

・中重度の要介護高齢者を支える施設としての役割強化 

自宅での生活が困難な中重度の要介護高齢者を支える施設としての機能に重

点化を図ることを目的とした介護保険制度改正（平成 27年度）により、特別

養護老人ホームへの新規入居は、原則要介護３以上の方が対象となりました。 

しかし、特例として、一定の要件に該当する要介護１・２の方については、

入居が可能とされていることから、本市では、「川崎市特別養護老人ホーム入

退居指針」を改定し、必要性が高い方が優先的に入居することができる仕組み

を作りました。 

【要介護１・２の方の特例入居の要件】 

・認知症や知的障害・精神障害である方であって、日常生活に支障を来すような

症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られること 

・家族等による深刻な虐待が疑われることなどにより、心身の安全・安心の確保

が困難であること 

・介護者がいない、介護者が高齢または病弱であるなどにより支援が期待できず、

かつ、やむを得ない理由により必要な介護サービスや生活支援を十分に利用で

きない状態であること 

 

・中重度の要介護高齢者の在宅生活継続に向けた取組 

新規に公募を行う特別養護老人ホームについて、中重度の要介護高齢者の在

宅生活を支える地域密着型サービス等の併設を進めます。 

 

・医療的ケアが必要な要介護高齢者への対応 

特別養護老人ホームを整備するに当たっては、胃ろう、経管栄養、喀たん吸

引等の医療的ケアが必要な要介護高齢者を受け入れることを条件とするなど

の整備を進めます。 

【特別養護老人ホーム入居申込者に必要な医療的ケア】 

 

 

 

 

 
 

※令和２年度特別養護老人ホーム入居申込者における統計結果 

  

ストーマ 

6.6 

酸素吸入 

5.5 

気管切開 

0.5 

点滴 

3.4 

胃ろう 

17.4 

インスリン 

13.4 

喀たん吸引 

12.8 

尿道 

19.7 

その他の医療的ケア 

20.6 

0% 25% 50% 75% 100%

特別養護 

老人ホーム 

入居申込者 
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・高齢障害者の受入れ 

障害者入所施設や共同生活援助（グループホーム）に入所している方の高齢

化を踏まえ、高齢障害者（65 歳以上の障害者）のうち、特別養護老人ホーム

での支援がふさわしく、かつ、移行を希望される方を受け入れるため、公有地

を活用した特別養護老人ホームにおいて受け入れるための体制を整備します。 
 

・地域交流スペースの積極的な設置 

これまでは、主に中重度の状態の高齢者を受け入れる「終の棲家」としての

役割を担ってきましたが、それらの役割に加え、地域における在宅生活者や介

護者への支援など、地域における介護・福祉拠点の一つとして、地域に積極的

に展開していくことが期待されています。 

新規に公募を行う特別養護老人ホームについては、地域開放を目的とした地

域交流スペースの設置に関する指針を定め、スペースを用いた地域住民の交流

やコミュニティ形成のための取組の提案を運営法人の選考時の評価加点項目

として追加し、運営法人からの積極的な提案を促します。 

 

・入居者へのプライバシーの配慮 

特別養護老人ホームの多床室においても、入居者のプライバシーが確保され

るよう、入居者に配慮した整備を進めます。 

【希望する居室形態】 

問 特別養護老人ホームに入居した場合、「複数の人と一緒の部屋（多床室）を利用し

たい」と答えた方にうかがいます。なぜ多床室が良いですか（複数回答）。 

▶ 「金額が安いから」が最も多いが、約３割の人が「プライバシーに配慮されている」
ことを理由に挙げています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年度高齢者実態調査（特別養護老人ホーム入居希望者）  

87.3  

39.5  

33.2  

29.1  

3.2  

0.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

金額が安いから 

多床室のほうが他の人 

と一緒で安心だから 

寂しくないから 

多床室でもプライバシーに 

配慮されていると思うから 

その他 

無回答 n=220
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 介護老人保健施設 

ア 整備の方向性 

介護老人保健施設は、充足している状態にあるが、稼働率が上昇傾向に転じ

ており、今後の要介護高齢者数の増加に伴うニーズの増加と、地域医療構想に

よる追加的需要（療養病床からの地域移行分）を踏まえ、一定の整備を進めま

す。 

〔実績・計画〕（開所ベース、累計） 単位：床 

 第７期 第８期 第９期  

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ22年度 

 （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2040） 

累計 
（新設） 

2,281 
（-） 

2,281 
（0） 

2,281 
（0） 

2,431 
（150） 

2,431 
（0） 

2,731 
（300） 

2,731 
（0） 

3,631 
（900） 

令和２年度以降は見込みまたは計画値です。 

（新設）は内数で、新規開設数です。 

【 】内は内数で、地域医療構想（療養病床からの地域移行分）の追加的需要等を踏まえた必要見込量です。 

 

イ 制度等の変遷 

介護老人保健施設は、老人保健法の改正により創設され、平成 12（2000）

年に介護保険法の施行に伴い、同法に基づき運営が行われています。 

また、平成 24（2012）年度の介護報酬改定において、介護老人保健施設

の在宅復帰や在宅療養支援機能を強化する観点から、在宅復帰率等の一定の要

件を指標とした基本報酬（在宅復帰型）や加算（加算型）が導入されました。 

 

【本市の介護老人保健施設の整備状況（各年度末時点）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※健康福祉局調べ。平成 28年度以前は、川崎市高齢者施策状況表から抜粋しています。 
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ウ 介護老人保健施設の役割 

介護老人保健施設は、要介護者であって、主としてその心身の機能の維持回

復を図り、居宅における生活を営むことができるようにするための支援が必要

である方に対し、施設サービス計画に基づいて、看護、医学的管理下における

介護及び機能訓練、その他必要な医療並びに日常生活上の世話を行うことを目

的とする施設です。 

また、平成24（2012）年度の介護報酬改定に加え、平成 30（2018）年

の制度改正で、介護老人保健施設の役割が在宅復帰・在宅療養支援であること

がより明確にされたことを踏まえ、この機能をさらに推進する観点から、本市

では、介護老人保健施設の役割の方向性を次のように考え、取り組んでいきま

す。 

・在宅復帰、在宅療養支援のための地域拠点となる施設 

・リハビリテーションを提供する機能維持・改善の役割を担う施設 

 

【市内の介護老人保健施設入所者の退所先の割合】 【市内の介護老人保健施設入所者の退所平均人数】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※いずれも高齢者実態調査をもとに作成 
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 介護療養型医療施設 

介護療養型医療施設は、国の方針として、医療の必要性の低い入院患者を在宅

や介護保険施設等で対応可能にするとともに、医療の必要性の高い入院患者に対

応するため、平成 29（2017）年度末をもって廃止することとされていました

が、介護保険施設等への移行が想定どおりに進んでいない状況から、廃止期限が

６年延長されました。 

〔実績・計画〕（累計） 単位：床 

 第７期 第８期 第９期  

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ22年度 

 （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2040） 

定員 
（廃止） 

255 
（0） 

223 
（-32） 

223 
（0） 

0 
（-223） 

0 
（0） 

0 
（0） 

0 
（0） 

0 
（0） 

令和２年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

 介護医療院 

平成 29（2017）年に成立した「地域包括ケアシステムの強化のための介護

保険法等の一部を改正する法律」により新たに「介護医療院」が創設されました。 

今後、増加が見込まれる慢性期の医療・介護ニーズに対応するため、「日常的な

医学管理が必要な重介護者の受入れ」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生

活施設」としての機能を兼ね備えた新しい類型の介護保険施設です。 

主に平成 35（2023）年度末に廃止期限を迎える介護療養型医療施設の転換

先の一つとされていることから、新設分を含めて、一定の整備を進めます。 

〔実績・計画〕（累計） 単位：床 

 第７期 第８期 第９期  

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ22年度 

 （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2040） 

定員 
（新設） 

0 
（-） 

40 
（40） 

40 
（0） 

263 
（223） 

263 
（0） 

263 
（0） 

363 
（100） 

513 
（150） 

令和２年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

 

 

  

作成中 

作成中 
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 認知症高齢者グループホーム 

ア 整備の方向性 

認知症高齢者グループホームの整備に当たっては、地域バランスを考慮した

整備の検討を進めながら、高齢者の在宅生活を支える「（看護）小規模多機能

型居宅介護」や「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の併設、空床を活用し

たショートステイの実施等を公募要件とするなど、地域の在宅介護サービスの

拠点としての機能を付加します。 

引き続き、事業者の積極的な参入や効率的な運営の観点から、２ユニットか

ら３ユニットへの緩和措置を行い、整備を促進します。 

〔実績・計画〕（開所ベース、累計） 単位：ユニット、人 

 第７期 第８期 第９期  

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ22年度 

 （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2040） 

ユニット数 
（新規） 

266 
（-） 

268 
（2） 

274 
（6） 

280 
（6） 

289 
（9） 

301 
（12） 

313 
（12） 

415 
（102） 

定員数 2,385 2,403 2,457 2,511 2,592 2,700 2,808 3,726 

令和２年度以降は見込みまたは計画値です。 

１ユニットの定員は概ね９人です。 
 

イ 制度等の変遷 

認知症高齢者グループホームは、新ゴールドプランで整備目標が掲げられ、

平成 12（2000）年の介護保険法の施行に伴い、認知症対応型共同生活介護

として給付対象となり、さらに、平成 18（2006）年の介護保険法の改正で、

地域密着型サービスとして扱われるようになりました。 
 

【本市の認知症高齢者グループホームの整備状況（各年度末時点）】 

 

 

 

 

 

 

 
 

※健康福祉局調べ。平成 27年度以前は、川崎市高齢者施策状況表から抜粋しています。 

 

【成果指標】 

指標名 現状 目標 指標の出典等 

認知症高齢者グループ
ホームの整備数 

248ユニット 
（令和元（2019）年度） 
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（令和５(2023）年度） 
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 介護付有料老人ホーム 

ア 整備の方向性 

介護付有料老人ホームは、既に本市内で定員 7,500 人分を超える整備が進

んでいることから、介護付有料老人ホームの選定において、医療的ケアの充実

を要件に加えるなど、医療的ケアが必要な方であっても住み慣れた地域で暮ら

し続けられるよう居住環境の整備を図ります。 

〔実績・計画〕（開所ベース、累計） 単位：床 

 第７期 第８期 第９期  

 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ22年度 

 （2020） （2021） （2022） （2023） （2024） （2025） （2026） （2040） 

累計 
（新設） 

7,584 
（-） 

7,584 
（0） 

7,684 
（100） 

7,784 
（100） 

7,884 
（100） 

7,984 
（100） 

8,104 
（120） 

9,064 
（960） 

令和２年度以降は見込みまたは計画値です。 

 

イ 制度等の変遷 

有料老人ホームは、老人ホームとして老人福祉法に定められており、介護付

有料老人ホームは、平成 12（2000）年の介護保険法の施行後、特定施設入

居者生活介護の指定を受けることで介護保険の給付対象となりました。 

また、平成 18（2006）年の老人福祉法の改正に伴い、入居者に介護、食

事の提供、洗濯や掃除等の家事の提供、健康管理のいずれかのサービスを行え

ば、有料老人ホームに該当することになりました。 

 

【本市の介護付有料老人ホームの整備状況（各年度末時点）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※平成15年度以前は、神奈川県有料老人ホーム一覧から算出。平成 16～27年度は、川崎市介護保険執行状況 

から抜粋しています。 

※平成17～19年度は、川崎市高齢者施策状況表の10 月１日時点集計のデータを使用しています。 
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 住宅型有料老人ホーム 

ア 整備の方向性 

住宅型有料老人ホームは、既に本市内で定員 2,700 人分を超える整備が進

んでいます。今後も事業参入による一定の整備が見込まれていることから、引

き続き、設置運営に関する必要な指導等を行い、事業の安定と入居者の居住環

境の向上を図ります。 

〔実績・目標〕（累計） 

 第７期 第８期 

 30年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 

 （2018） （2019） （2020） （2021） （2022） （2023） 

住宅型有料
老人ホーム     

 
 

平成 30、令和元年度は実績値、令和2年度以降は見込みです。 

 

イ 制度等の変遷 

有料老人ホームは、老人ホームとして老人福祉法に定められており、住宅型

有料老人ホームは、介護サービスが必要なときは、訪問介護や通所介護などの

外部サービスを利用して介護サービスを受けることができます。 

 

（２）介護離職ゼロに向けた取組 

国は、仕事と介護が両立できる環境の整備は大きな課題として、「介護離職ゼロ」

の実現に向けて、介護の受け皿整備、介護人材確保対策等の総合的な対策が行わて

きました。また、働く方が離職せずに仕事と介護を両立できるよう、介護休業等の

職場環境の整備とともに、介護サービス基盤についても、介護施設の整備と併せて

在宅サービスの充実を図り、在宅の限界点を高めていくことが必要とされています。 

本市においては、認知症高齢者等を介護している家族への支援に加え、現時点で

介護サービス等を利用しない人でも、行政（地域みまもり支援センター等）が調整

役となって、地域包括支援センターが分野を超えて地域生活課題について相談に応

じ、関係機関と連絡調整等を行う体制づくりを進めています（詳細は、本章の取組

Ⅱ「地域のネットワークづくりの強化」を参照）。 

また、施設や在宅生活の継続など、ニーズに応じた介護基盤の整備に向けて、特

別養護老人ホームや地域密着型サービスの見込量を推計しています（地域密着型

サービスの詳細は、本章の取組Ⅲ「利用者本位のサービス提供」、特別養護老人ホー

ムの詳細は、本章の取組Ⅴ「高齢者の多様な居住環境の実現」を参照）。 

職場環境の改善については、介護離職に限らず、新型コロナウイルス感染症の影

響もあり、テレワークの導入など、企業にとって新しい働き方の導入が求められて

います。本市では、働き方改革の支援及び職場環境改善のため、社会保険労務士等

の専門家による支援やセミナーの開催等を行っています。 

作成中 
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（３）災害及び感染症に対する備えに向けた取組 

社会福祉施設等においては、災害等にあっても、最低限のサービス提供を維持し

ていくことが求められており、社会福祉施設等の事業継続に必要な事項を定める

「事業継続計画（ＢＣＰ）」を作成しておくことが有効であるとされています。 

また、新型コロナウイルス感染症をはじめとする感染症発生時にも対応したＢＣ

Ｐを作成しておくことも重要です。 

本市では、厚生労働省からの新型インフルエンザ等発生時の業務継続ガイドライ

ンや業務継続計画の作成例を参考に、各施設等の計画作成を促します。 

また、災害時の早期避難が着実に行われるよう避難経路の確認や、避難確保計画

の作成及び避難訓練実施状況を実地指導等にて確認するとともに、感染症に対する

介護職員の理解促進に資するよう、感染症に対する研修を集団指導講習会等にて実

施していきます。 

 

（４）既存施設の老朽化への対応 

民設施設においては、施設の老朽化による大規模修繕等による長寿命化や、将来

的な建替え等の対応が必要となる施設が多数あり、喫緊の課題となっています。 

本市では、既存施設の老朽化への対応として、社会福祉法人等への支援のあり方

や整備費補助の必要性等を位置付けた「川崎市高齢者・障害児者福祉施設再編整備

計画・第１次実施計画」を平成 30（2018）年３月に策定しました。今後は、大

規模修繕や建替えに対する一定の支援に向けた検討を進めます。 
 

 長寿命化の取組推進 

老朽化の防止策として、予防保全型の長寿命化★対策の実施を推進するととも

に、施設を運営する法人の経営状況や金利等の情勢に左右されず、修繕等が計画

的に実施できる環境整備のための必要な支援の検討を進めます。 
 

 老朽化施設の建替え支援 

施設の建替えに当たっては、既存施設の建築状況を踏まえ、別の場所に代替施

設を整備することが主となると想定されますが、一方で、代替地を確保すること

が困難な場合については、現在地における建替えが想定され、既存の施設入居者

等に影響が生じることが想定されることから、これらのリスクを最小限に抑えら

れるよう取り組みます。 

 

 

 

 

  

長寿命化 

日頃からの適正な点検等によって建築物の機能や性能の劣化の有無や兆候、状態を常

に把握し、現状では異常が見当たらなくても、時間の経過とともに劣化の状態を予測し

た上で、計画的に適切な処置を行い、機能停止などを未然に防ぐことにより、建築物を

より長く活用する手法のことをいいます。 
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ⅲ）居住の安定確保に向けた住宅セーフティネットの構築 

高齢者の所得の状況、心身の状況、世帯構成などの事情により居住の安定を損な

うことがないよう、公営住宅の適切な供給・管理とともに、民間賃貸住宅の活用の

強化を図り、重層的な住宅セーフティネットを構築します。 
 

（１）住宅セーフティネットの充実 

 川崎市居住支援協議会 

不動産関係団体や各種支援団体等と連携して、居住支援協議会を適切に運営し、

既存の民間賃貸住宅と住宅確保要配慮者★をマッチングする仕組みの構築や、住

宅確保要配慮者の居住の安定確保に向けて、借主・貸主双方を支援する取組を進

めます。現在までの取組や検討内容は次のとおりです。 

・効率的な住まい探しや、福祉サービスなど入居者に必要な支援等のコーディ

ネートを実現する体制（入居支援体制）の構築 

・住宅確保要配慮者への物件提供に対する家主の理解を深めるための情報発信

（「家主・不動産事業者向けガイドブック」の作成、「不動産事業者向け講演会」

の開催） 

・入居者に異変があった際などの、家主、不動産店、福祉事業者、行政機関等に

よる相互連携等に関する検討（「入居者情報 共有シート」の作成） 

・退去時（賃貸借契約解除や残置家財処分等）の手続きの整理や、民間サービス

活用等に関する検討（賃貸借契約に関するチェックポイントをまとめた冊子の

作成） 
 

 川崎市居住支援制度 

連帯保証人の確保等の問題により民間賃貸住宅への入居に困窮している住宅確

保要配慮者に対して、「川崎市居住支援制度」等を活用し、協力不動産店や各種

団体等の協働により、入居機会の確保と居住継続を支援します。 
 

 生活にお困りの方の相談・支援 

失業等により家賃を滞納しているなど、生活にお困りの方を対象とした相談窓

口として、「川崎市生活自立・仕事相談センター（だいＪＯＢセンター）」があ

ります。支援員が相談を受け、相談者の状況によって、就労支援や、必要な支援

制度の利用手続きのサポートを行うほか、より適切な窓口を紹介するなど、自立

に向けた支援を行います。 
 

 

 

 

 

  

住宅確保要配慮者 

低額所得者、高齢者、障害者、子育て世帯、外国人市民、被災者の方などをいいます。

ひとり暮らし高齢者世帯を中心に、住宅確保要配慮者は今後も増加する見込みであるこ

とから、本市では、公営住宅の適切な供給・管理とともに、民間賃貸住宅の活用強化に

より、重層的なセーフティネットを構築します。 
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 民間賃貸住宅を活用した住宅確保要配慮者向け住まいの確保 

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（住宅セーフ

ティネット法）」に基づく住宅確保要配慮者の入居を受け入れる民間賃貸住宅の

登録を行い、住宅確保要配慮者向けの民間賃貸住宅の確保を図ります。 

【新たな住宅セーフティネット制度のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）市営住宅における高齢者に関する取組 

 市営住宅の建替えに伴うユニバーサルデザイン仕様への変更 

市営住宅の建替えにあたっては、ユニバーサルデザイン★仕様による入居者に

配慮した住戸や車いす使用者向け住宅の供給を進めます。 
 

 市営住宅の建替えに伴う社会福祉施設等の併設 

大規模な市営住宅の建替えに際しては、余剰地を活用するなどして地域のニー

ズに応じた社会福祉施設等の導入やオープンスペースの確保等を図り、地域のま

ちづくりに寄与する住宅整備を推進します。 
 

 市営住宅ストックの活用による見守り拠点等の整備 

地域ニーズ等に応じて、市営住宅の建物の一部を、見守り拠点及び談話スペー

ス等の場として提供するなど、地域貢献に資する取組を推進します。 

 

 

 

 

 

 

居住支援協議会 

国と地方公共団体等による支援 

・改修費補助（立上り期に国の直接補助あり） 

・家賃低廉化・家賃債務保証料補助 

・改修費融資（（独）住宅金融支援機構） 

都道府県・政令市等 

賃
貸
人 

要
配
慮
者 

入居 

登録 情報提供 

住宅確保要配慮者の 

入居を拒まない一定 

基準以上の住宅 

不動産関係団体 

居住支援団体 

地方公共団体 

入居支援等 

ユニバーサルデザイン 

高齢者や障害者にとって個別にバリアとなっているものを取り除くバリアフリーの考

え方を発展させ、誰もが使いやすいデザイン（仕様）をあらかじめ整備する考え方や概

念のことをいいます。 


